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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
自然エネルギー発電装置の発電量の変動を補償するために前記発電装置に接続されて、前
記発電装置の出力による充電と外部回路への放電とが行われる鉛蓄電池を運用する鉛蓄電
池の運用方法であって、
　前記鉛蓄電池の満充電状態を１００％として、前記鉛蓄電池の充電状態を、３０～９０
％の範囲内に維持し、
　２５℃を基準温度として、前記鉛蓄電池の雰囲気温度が前記基準温度であるときに電池
電圧を１．８０～２．４２Ｖ／セルの規程範囲に保って前記鉛蓄電池の放電及び充電を行
い、
　前記雰囲気温度が前記基準温度よりも上昇しているときには、前記雰囲気温度の基準温
度からの上昇量に応じて、前記規程範囲の上限値及び下限値を１セル当たり４ｍＶ／℃～
６ｍＶ／℃の範囲に選定した補正量だけ低下させる補正を行うことにより補正後電圧範囲
を求めて、前記電池電圧を前記補正後電圧範囲に保ち、かつ最大放電電流を０．４ＣＡ以
下（Ｃは、鉛蓄電池の定格容量［Ａｈ］を示す。）に維持するとともに、最大充電電流を
０．３ＣＡ以下に維持して、前記鉛蓄電池の放電及び充電を行い、
　前記雰囲気温度が前記基準温度よりも低下しているときには、前記雰囲気温度の基準温
度からの低下量に応じて、前記規程範囲の上限値及び下限値を１セル当たり４ｍＶ／℃～
６ｍＶ／℃の範囲に選定した補正量だけ上昇させる補正を行うことにより補正後電圧範囲
を求めて、前記電池電圧を前記補正後電圧範囲に保ち、かつ最大放電電流を０．４ＣＡ以



(2) JP 4941618 B2 2012.5.30

10

20

30

40

50

下に維持するとともに、最大充電電流を０．３ＣＡ以下に維持して、前記鉛蓄電池の放電
及び充電を行うことにより前記鉛蓄電池を運用する、
　鉛蓄電池の運用方法。
【請求項２】
請求項１に記載された鉛蓄電池の運用方法において、
　前記鉛蓄電池の運用が開始された後、設定された期間が経過する毎に運用を中断して、
前記鉛蓄電池を満充電状態まで均等充電するリフレッシュ充電を行う鉛蓄電池の運用方法
。
【請求項３】
請求項１～２の何れかに記載された鉛蓄電池の運用方法において、
　運用時の鉛蓄電池の充電状態を、充電電気量及び放電電気量（Ａｈ）を積算することに
より演算する、
　鉛蓄電池の運用方法。
【請求項４】
自然エネルギー発電装置の出力の変動を補償するために前記発電装置に接続されて、前記
発電装置による充電と、外部への放電とが行われる鉛蓄電池を備えた蓄電装置であって、
　請求項１～３の何れかに記載された運用方法で前記鉛蓄電池を運用するように前記鉛蓄
電池の充電及び放電を制御する充放電制御装置を備えている、
　自然エネルギー発電設備用蓄電装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、太陽光発電機器や風力発電機器等の自然エネルギーを利用した発電装置を備
えた発電設備に設置される鉛蓄電池を運用する方法及びこの運用方法に従って運用される
鉛蓄電池を備えた蓄電装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、地球環境の保護や温暖化を抑制するために、二酸化炭素の排出量を削減すること
が重要視されている。そこで、太陽光発電機器や風力発電機器等の自然エネルギーを利用
して発電を行う発電装置（以下「自然エネルギー発電装置」という。）を用いて、負荷を
駆動することが行われるようになっている。例えば、特許文献１には、太陽電池から得ら
れる電力で電気自動車のバッテリを充電することが提案されている。
【０００３】
　また、自然エネルギー発電装置で発生させた電力の余剰分の有効利用を図るため、自然
エネルギー発電装置を電力会社の電力系統（以下、「系統」と言う。）と連系させること
も行われている。
【０００４】
　周知のように、自然エネルギー発電装置の発電量は、不規則に変動するため、自然エネ
ルギー発電装置を系統と直接連系させると、系統の電力品質が大きく損なわれてしまう。
また自然エネルギー発電装置を系統と連系させる場合に、発電装置から系統に供給される
電力が大きく変動すると、電力会社が要求する連系要件を満たさなくなるおそれがある。
　
【０００５】
そこで、自然エネルギー発電装置を系統と連系させるシステムでは、発電装置に二次電池
を接続して、発電装置の出力による二次電池の充電と、該二次電池から系統への放電とを
行わせることにより、発電装置の発電量の変動を補償して、発電装置から系統に供給され
る電力の変動を抑制するようにしている。二次電池としては、低コストで安全な上に信頼
性が高い、鉛蓄電池が多く用いられている。
【０００６】
　具体的には、特許文献２に示されているように、自然エネルギー発電装置が発生した交
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流電力をコンバータ等で適切な直流電力に変換して、この直流電力で鉛蓄電池の充電を行
い、鉛蓄電池から得られる直流電力をインバータで再び交流電力に変換して、安定した電
力を、系統に供給するようにしている。
【０００７】
　この場合、鉛蓄電池は、その充電状態（以下、「ＳＯＣ」と言うこともある。ＳＯＣは
Ｓｔａｔｅ　Ｏｆ　Ｃｈａｒｇｅの略。）を、満充電状態よりも少ない状態（不足充電状
態）として、自然エネルギー発電装置の発電量が減少変動を示す際には電池から系統へ放
電を行わせ、発電量が増加変動を示す際には充電を受入れることが可能な状態で使用され
ることが望まれる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００４－２２１５２１号公報
【特許文献２】特開２００８－０７２７７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、先に述べたように、自然エネルギー発電装置の発電量は不規則に変動す
るため、鉛蓄電池は、過放電の状態（例えば、ＳＯＣが３０％以下の状態）や過充電の状
態（ＳＯＣが１００％を超える状態）が長期間続くことがあり、これらの状態が続くと、
鉛蓄電池の寿命が極端に（例えば５年前後に）短くなってしまうという問題がある。
【００１０】
　例えば、鉛蓄電池が過放電状態にある時間が長い場合には、放電活物質である硫酸鉛が
大きく結晶成長して充電不可な状態になる現象（所謂サルフェーション現象）が起こり、
鉛蓄電池の容量が早期に低下することになる。逆に、鉛蓄電池が過充電状態にある時間が
長い場合には、正極集電体である鉛合金が腐食したり、電解液中の水分が電気分解により
減少したりすることにより、電池が早期に寿命に至る。
【００１１】
　風力発電機器や太陽光発電機器は、１７～２０年の寿命を有するように設計することが
可能であり、またコンバータ及びインバータもほぼ同程度の耐久性を持たせることが可能
であるが、これらの寿命を如何に長くしても、鉛蓄電池の寿命が５年前後になってしまう
と、鉛蓄電池の交換を頻繁に行うことが必要になるため、結果として、システム全体のコ
ストが高くなってしまう。
【００１２】
　本発明は、太陽光発電機器や風力発電機器等の自然エネルギー発電装置の出力の変動を
補償するために発電装置により充電される鉛蓄電池の長寿命化を図るために最適な、鉛蓄
電池の運用方法を提供することを目的とする。
【００１３】
　本発明の他の目的は、鉛蓄電池の長寿命化を図ることができる自然エネルギー利用発電
設備用蓄電装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本願においては、上記の目的を達成するために、下記の発明が開示される。
　第１の発明は、太陽電池や風力発電機等の自然エネルギー発電装置の発電量の変動を補
償するために発電装置に接続されて、発電装置の出力による充電と外部回路への放電とが
行われる鉛蓄電池を運用する鉛蓄電池の運用方法に係わるものである。本発明の運用方法
では、鉛蓄電池の満充電状態を１００％として、該鉛蓄電池の充電状態を３０～９０％の
範囲内に維持し、かつ、電池電圧を１．８０～２．４２Ｖ／セルの規程範囲に保って鉛蓄
電池の放電及び充電を行う。
【００１５】
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　本発明においてはまた、２５℃を基準温度として定めて、鉛蓄電池の雰囲気温度が基準
温度であるときに電池電圧を前記規程範囲（１．８０～２．４２Ｖ／セルの範囲）に保っ
て鉛蓄電池の放電及び充電を行う。雰囲気温度が基準温度よりも上昇しているときには、
雰囲気温度の基準温度からの上昇量に応じて、規程範囲の上限値及び下限値を１セル当た
り４ｍＶ／℃～６ｍＶ／℃の範囲に選定した補正量だけ低下させる補正を行うことにより
補正後電圧範囲を求めて、電池電圧をこの補正後電圧範囲に保ち、かつ最大放電電流を０
．４ＣＡ以下（Ｃは、鉛蓄電池の定格容量［Ａｈ］を示す。）に維持するとともに、最大
充電電流を０．３ＣＡ以下に維持して鉛蓄電池の放電及び充電を行い、雰囲気温度が基準
温度よりも低下しているときには、雰囲気温度の基準温度からの低下量に応じて、規程範
囲の上限値及び下限値を１セル当たり４ｍＶ／℃～６ｍＶ／℃の範囲に選定した補正量だ
け上昇させる補正を行うことにより補正後電圧範囲を求めて、電池電圧をこの補正後電圧
範囲に保ち、かつ最大放電電流を０．４ＣＡ以下に維持するとともに、最大充電電流を０
．３ＣＡ以下に維持して、前記鉛蓄電池の放電及び充電を行うことにより前記鉛蓄電池を
運用する。
【００１６】
　第２の発明は、第１の発明に適用されるもので、本発明においては、鉛蓄電池の運用が
開始された後、設定された期間が経過する毎に運用を中断して、鉛蓄電池を満充電状態ま
で均等充電するリフレッシュ充電を行う。
【００１７】
　第３の発明は、第１～第２の発明の何れかに適用されるもので、本発明においては、充
電電気量及び放電電気量［Ａｈ］を積算することにより運用時の鉛蓄電池の充電状態を演
算する。
【００１８】
　第４の発明は、自然エネルギー発電装置の出力の変動を補償するために発電装置に接続
されて、発電装置による充電と、外部への放電とが行われる鉛蓄電池を備えた蓄電装置で
あって、本発明においては、上記第１乃至第３の何れかに記載された運用方法で鉛蓄電池
を運用するように鉛蓄電池の充電及び放電を制御する充放電制御装置を備えている。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、ＳＯＣを３０～９０％の範囲内に維持し、かつ、運用時の鉛蓄電池の
放電と充電とを、電池電圧を１．８０～２．４２Ｖ／セルの範囲に保持して、鉛蓄電池の
放電及び充電を行うようにしたことにより、鉛蓄電池を不足充電状態で運用して、しかも
鉛蓄電池の寿命を大幅に延ばすことができる。
【００２０】
　また本発明においては、２５℃を基準温度として定めて、鉛蓄電池の雰囲気温度が基準
温度であるときに電池電圧を規程範囲（１．８０～２．４２Ｖ／セルの範囲）に保って鉛
蓄電池の放電及び充電を行い、雰囲気温度が基準温度（２５℃）よりも上昇または低下し
ているときには、雰囲気温度の基準温度からの上昇量または低下量に応じて、上記規程範
囲の上限値及び下限値を１セル当たり４ｍＶ／℃～６ｍＶ／℃の範囲に選定した補正量だ
け低下または上昇させる補正を行うことにより補正後電圧範囲を求めて、電池電圧をこの
補正後電圧範囲に保ち、かつ最大放電電流を０．４ＣＡ以下（Ｃは、鉛蓄電池の定格容量
［Ａｈ］を示す。）に維持するとともに、最大充電電流を０．３ＣＡ以下に維持して鉛蓄
電池の放電及び充電を行うようにした場合には、雰囲気温度が高いときに鉛蓄電池が過充
電状態になるのを防ぎ、正極格子の腐食の進行及び電解液の減少を抑制して、寿命の延長
を図ることができる。すなわち、高温時には、電圧が低くても充電の効率が良いため、電
池電圧の範囲をマイナス側にシフトして運用することにより、鉛蓄電池が過充電状態にな
るのを防ぐことができる。逆に低温時には、充電効率が非常に悪くなるため、運用時の電
池電圧の温度補正を行って、電池電圧の範囲をプラス側にシフトすることにより、充電不
足によるサルフェーション現象の発生を抑制することができる。
【００２１】
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　また鉛蓄電池の最大放電電流を０．４ＣＡ以下とし、最大充電電流を０．３ＣＡ以下と
することで、充放電電流によるジュール熱の発生を抑えて電池を使用することができ、鉛
蓄電池内部の温度上昇を極力小さくすることにより、鉛蓄電池の寿命を延ばすことができ
る。
【００２２】
　本発明によればまた、充放電電流を制限することにより、極板以外の部材（例えば、極
柱・端子・ストラップ等）に熱が集中して鉛や樹脂製の電槽を溶断する可能性を少なくす
ることができるという効果も得られる。
【００２３】
　更に本発明によれば、充放電電流を制限することにより、瞬間的な電圧の変動を抑えて
、電池電圧が、鉛蓄電池を安全に使用できる電圧範囲を逸脱するのを防ぐことができるた
め、電池の構造を複雑にすることなく、電池の寿命を延ばすための運用を行うためのシス
テム制御を容易に行うことができるという効果も得られる。
【００２４】
　本発明において、充放電電気量を積算することにより鉛蓄電池のＳＯＣを演算するよう
にした場合には、常時鉛蓄電池のＳＯＣを把握して、瞬間的な充電受入が可能な電気量及
び放電可能な電気量を予測することができるため、風力発電機器や太陽光発電機器等の自
然エネルギー発電装置の発電量のランダムな変化に対応することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】格子基板の断面図である。
【図２】実施例１～３及び比較例１，２について行った変動抑制試験の結果を示すグ　　
ラフである。
【図３】実施例２～３及び参考例１，２について行った変動抑制試験の結果を示すグ　　
ラフである。
【図４】実施例４～５及び参考例３～４について行った変動抑制試験の結果を示すグ　　
ラフである。
【図５】実施例１，６及び参考例５について行った変動抑制試験の結果を示すグラフ　　
である。
【図６】実施例１，７及び参考例６について行った変動抑制試験の結果を示すグラフ　　
である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　本発明の運用方法により運用する鉛蓄電池を充電する自然エネルギ発電装置の代表的な
ものは、以下に示す太陽光発電機器や風力発電機器である。
　＜太陽光発電機器＞
　本明細書において、太陽光発電機器とは、太陽光をエネルギー源として発電を行う発電
要素を用いた発電機器を意味する。太陽光をエネルギー源として発電を行う発電要素の具
体例は、太陽電池（Ｓｏｌａｒ　ｃｅｌｌ）である。
【００２７】
　太陽電池は、光起電力効果を利用して、光エネルギーを直接電力に変換する発電要素で
ある。太陽電池としては、ｐ型半導体とｎ型半導体とを接合した、ｐｎ接合型のものや、
二酸化チタンに吸着された色素中の電子を励起させる色素増感型のもの等を用いることが
できる。
【００２８】
　＜風力発電機器＞
　本明細書において、風力発電機器とは、風力をエネルギー源として発電を行う発電機器
を意味する。風力発電機器の代表的なものは、風車を用いて発電機を駆動する風力発電機
である。
【００２９】
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　本発明において、自然エネルギー発電装置として風力発電機を用いる場合、風車の種類
は、特に限定されるものではなく、揚力型水平軸風車、抗力型水平軸風車、揚力垂直軸風
車風車、又は抗力型垂直軸風車等、適宜の形式の風車を用いることができる。揚力型水平
軸風車としては、プロペラ風車や、リボン型風車等を用いることができ、抗力型水平軸風
車としては、セルウイング風車、オランダ型風車、多翼型風車、かざぐるま型風車等を用
いることができる。また揚力垂直軸風車風車としては、ダリウス風車や、ジャイロミル風
車等を用いることができ、抗力型垂直軸風車としては、サヴォニウス風車、クロスフロー
風車、Ｓ型風車、パドル風車等を用いることができる。
【００３０】
　自然エネルギー発電装置として用いることができる風力発電機器は、風車を用いた風力
発電機に限られるものではなく、風を当てることで振動する振動板に、圧電素子を設置す
ることにより電力を得るようにしたもの等を用いることもできる。
【００３１】
　先に述べた太陽光発電機器は、昼間ある程度太陽光がある状態で発電するものであり、
時間、天気及び地域により発電量が変化する。また風力発電機器は、風の強さにより発電
量が変化する。
【００３２】
　なお本発明の方法により運用される鉛蓄電池を充電する発電装置は、太陽光発電機器や
風力発電機器に限られるものではなく、潮汐力や波力を利用したもの等であってもよい。
【００３３】
　上記のように、太陽光発電機器や風力発電機器を発電要素として用いる自然エネルギー
発電装置の発電量は不規則に変動するため、自然エネルギー発電装置を系統と直接連系さ
せると、系統の電力品質が大きく損なわれてしまう。従って、自然エネルギー発電装置を
系統と連系させる場合には、発電装置の出力の変動を補償するために、発電装置が発電し
た電力を二次電池に蓄える蓄電装置を設けて、蓄電池から系統に安定した電力を供給する
ようにする必要がある。本発明では、蓄電装置に設ける二次電池として、鉛蓄電池を用い
る。
【００３４】
　＜鉛蓄電池＞
　本発明に係わる運用方法により運用する鉛蓄電池は、鉛又は鉛合金製の基板に活物質を
担持させた極板を、電解液に浸漬した構造を有する。極板としては、クラッド式、ペース
ト式又はチュードル式のもの等が用いられているが、製造性が良く、極板面積を容易に増
やすことができるペースト式のものが好ましい。
【００３５】
　極板に用いる基板は、格子基板と呼ばれる。その製造方法としては、重力鋳造法（ＧＤ
Ｃ：Ｇｒａｖｉｔｙ　Ｄｉｅ　Ｃａｓｔｉｎｇ）、連続鋳造法、エキスパンド法、打ち抜
き法等があるが、本発明の運用方法で運用する鉛蓄電池の極板に用いる格子基板は、重力
鋳造方式を用いて製造したものであることが好ましい。重力鋳造方式により製造される格
子基板は、鋳造可能な格子の太さに理論上限界がなく、集電特性及び耐食性に優れている
ためである。
【００３６】
　重力鋳造法においては、格子基板を形成する材料金属（合金）を溶融し、この溶融金属
（合金）を、耐熱性を有する金型へ重力により流し込み、鋳造する。この鋳造法によれば
、集電特性及び耐食性に優れた格子基板を、高速で、能率よく製造することができる。
【００３７】
　基板材料としては、主原料を鉛として、これに、スズ、カルシウム、アンチモン等を添
加した合金材料を用いることができる。基板材料としては、特に、鉛にスズ及びカルシウ
ムの双方を添加したものを用いるのが好ましい。鉛にカルシウムを添加すると、自己放電
の割合を減少させることができる。鉛にカルシウムを添加すると、骨の腐食が起こり易い
という問題が生じるが、鉛にカルシウム共にスズを添加すると、骨の腐食を抑制すること
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ができる。
【００３８】
　ペースト式の極板では、基板に対してペースト状の活物質を担持させる必要があるが、
この作業は、基板に対してペースト状の活物質を、圧力をかけて押し出し、その後ローラ
ーを用いて活物質を基板の格子の間に更に押し込むことにより行うことができる。
【００３９】
　この際、基板の一方の面から格子の骨の間に押し込んだ活物質を、基板の他方の面に回
り込ませて、基板の格子を活物質で完全に覆う必要がある。そのためには、基板の格子を
形成する骨を、図１（ａ）のように全て同じにするのではなく、図１（ｂ）のように太骨
１と細骨２とを混在させて、太骨１と太骨１との間に、１本又は複数本の細骨２を配置し
た構造とするのが好ましい。このような骨を有する基板を用いると、基板の一方の面から
格子の骨の間に押し込まれた活物質が、細骨２の部分より、太骨１の裏面部分にも回り込
み易くなるため、基板の格子全体を活物質で覆うことができ、格子が露出するのを防ぐこ
とができる。
【００４０】
　本発明の方法により運用する鉛蓄電池において、極板の活物質は、特に限定されるもの
でないが、一酸化鉛を含んだ鉛粉、水、硫酸等を混練して作製するのが好ましい。活物質
には、正極、負極の特性に合わせて、カットファイバ、炭素粉末、リグニン、硫酸バリウ
ム、鉛丹等の添加物を加える場合もある。
【００４１】
　電解液は、特に限定されるものでないが、希硫酸を精製水で希釈し、質量パーセント濃
度で約３０質量％前後に調合したものを、電池容量・寿命等を考慮した適正な濃度に調整
して、電槽内に注液するのが好ましい。電池の特性に合わせて、希硫酸を精製水で希釈し
た電解液に硫酸マグネシウム、シリカゲル等の添加剤を加える場合もある。
【００４２】
　＜鉛蓄電池の運用＞
　本実施形態では、自然エネルギー発電装置の発電量の変動を補償するために、上記の鉛
蓄電池を多数組み合わせることにより構成した蓄電装置を発電装置に接続し、該発電装置
の出力による鉛蓄電池の充電と、該鉛蓄電池から外部回路への放電とを所定の条件で行わ
せて、鉛蓄電池を不足充電状態で運用する。
【００４３】
　なお「外部回路」は、通常は電力系統であるが、工場などの特定の需要家内の負荷につ
ながる回路であってもよい。
【００４４】
　以下本実施形態の運用方法について述べる。本実施形態では、上記蓄電装置を構成する
鉛蓄電池を運用するに際して、鉛蓄電池の満充電状態を１００％として、鉛蓄電池の充電
状態（ＳＯＣ）を３０～９０％の範囲内に維持し、かつ、電池電圧を１．８０～２．４２
Ｖ／セルの規程範囲に保って鉛蓄電池の放電及び充電を行う。
【００４５】
　また本実施形態の好ましい態様では、鉛蓄電池の雰囲気温度が２５℃であるときに、電
池電圧の規程範囲を上記の範囲とし、鉛蓄電池の雰囲気温度が２５℃以外のときには、雰
囲気温度に応じて電池電圧の範囲を補正する。
【００４６】
　本実施形態の好ましい態様ではまた、運用時の鉛蓄電池の最大放電電流を、０．４ＣＡ
（Ｃは、鉛蓄電池の定格容量［Ａｈ］を示す。）以下に維持し、運用時の鉛蓄電池の最大
充電電流を、０．３ＣＡ（Ｃは、鉛蓄電池の定格容量［Ａｈ］を示す。）以下に維持する
。
【００４７】
　以下、本実施形態の運用方法で鉛蓄電池を運用する際の電池のＳＯＣ、電池電圧、放電
電流、充電電流等について更に詳細に説明する。
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　＜鉛蓄電池のＳＯＣ＞
　本発明の方法により運用する鉛蓄電池は、発電機器に用いられる各部品と同等以上の寿
命を有することが好ましい。本発明では、電池の寿命を延ばすために、ＳＯＣを３０～９
０％の範囲内に維持して充電及び放電を行うことにより電池を運用する。
【００４８】
　ＳＯＣを３０～９０％の範囲内に維持して鉛蓄電池を運用するに当っては、先ず鉛蓄電
池を満充電状態（正極容量支配で正極活物質の全てが充電されている状態）にして、その
状態でのＳＯＣを１００％と定義した上で、鉛蓄電池を一定の放電電流で放電させること
により、ＳＯＣを３０～９０％の範囲の適当な値にまで減少させる。このときのＳＯＣを
初期値として、以後充電電気量を加算し、放電電気量を減算することにより、充放電電気
量を積算して各時刻におけるＳＯＣを逐次演算し、演算されたＳＯＣが、３０～９０％の
範囲から外れないように、鉛蓄電池の充放電を制御しながら電池を運用する。
【００４９】
　ここで、ＳＯＣが３０～９０％の範囲から外れないように鉛蓄電池の充放電を制御する
とは、ＳＯＣが３０％未満になった場合には放電を強制的に停止し、ＳＯＣが９０％を超
えた場合には充電を強制的に停止することにより、ＳＯＣを３０～９０％の範囲に維持す
るということである。
【００５０】
　ＳＯＣを上記の範囲外として鉛蓄電池を運用してしまうと、ＳＯＣが９０％を超える領
域では、鉛蓄電池が過充電の状態になり易く、正極格子の腐食が促進したり、電解液中の
水が高電位により電気分解されて減少したりする等、寿命が短くなる可能性が大きくなる
。
【００５１】
　またＳＯＣが３０％未満になる領域では、鉛蓄電池が過放電状態になり易く、充電不足
となり易いため、負極活物質のサルフェーションが起こる可能性があり、寿命が短くなる
ことが考えられる。
【００５２】
　なお、上記の説明では、ＳＯＣが３０～９０％の範囲から外れないように鉛蓄電池の充
放電を制御するとしたが、本発明においては、ＳＯＣを３０～９０％の範囲から外れない
ように鉛蓄電池の充放電を制御すればよく、ＳＯＣを、３０～９０％の範囲に設定した更
に狭い範囲、例えば３０～６０％の範囲に収めるように鉛蓄電池の充放電を制御するよう
にしてもよい。
【００５３】
　＜ＳＯＣの算出＞
　ＳＯＣの値は、電池の容量が定格容量である状態（満充電された状態）を１００％とし
て、鉛蓄電池の充電電気量及び放電電気量（Ａｈ）を逐次加算及び減算することにより演
算する。例えば、充電電気量及び放電電気量を計測する積算電力計を設けて、充電が行わ
れている間に該積算電力計により計測された充電電気量をその充電が開始される直前に演
算されていた電気量の積算値に加算し、放電が行われている間に積算電力計により計測さ
れた放電電気量を、その放電が開始される直前に演算されていた電気量から減算すること
により、充電電気量及び放電電気量を逐次積算して、各時刻で演算されている電気量の定
格容量に対する百分率（％）を、その時刻でのＳＯＣとする。
【００５４】
　具体的には、例えば、定格容量１００Ａｈの鉛蓄電池の場合、満充電状態（ＳＯＣ：１
００％）の容量は１００Ａｈである。そして、１０Ａで６分間（０．１時間）放電を行う
と放電容量は１Ａｈとなるため、残存容量は９９Ａｈとなる。これをＳＯＣ：９９％と計
算する。
【００５５】
　鉛蓄電池のＳＯＣは、上記のようにして演算されるが、このような演算を行うことで、
任意の時刻における鉛蓄電池のＳＯＣを把握することができ、把握したＳＯＣから、瞬間
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的に鉛蓄電池に充電受入が可能な電気量及び鉛蓄電池から放電可能な電気量を予測するこ
とができるため、自然エネルギー発電装置のランダムな発電量の変化に対応して、発電装
置に接続されている外部回路（例えば電力系統）に供給される電力の変動を抑制する制御
を的確に行わせることができる。
【００５６】
　例えば、自然エネルギー発電装置の発電量が増加方向に変動しているときには、発電装
置の出力で鉛蓄電池を充電することにより外部回路に供給される電力の変動を抑えること
ができ、発電量が減少方向に変動をしているときには、鉛蓄電池の充電を停止させて鉛蓄
電池から外部回路へ放電させることにより、外部回路に供給される電力の変動を抑えるこ
とができる。
【００５７】
　また、上記のようにして演算された鉛蓄電池の放電電気量を逐次積算するようにしてお
くと、鉛蓄電池の寿命を推定する上で重要な要素である、放電量の積算値（総放電量）を
把握することによって、鉛蓄電池の劣化状態をある程度推定することができ、その推定結
果に基づいて、システム制御を的確にプログラムすることができる効果がある。即ち、Ｓ
ＯＣの状態を把握してあれば、予測される風の状態から推定される発電出力の変動に対し
て、システムが蓄電池にどのような制御を行えば良いのかを決めることができ、充放電電
流及び充放電時間を的確に計算することができるので、システム制御を的確に行うことが
できる。
【００５８】
　＜鉛蓄電池の電池電圧＞
　鉛蓄電池のより長寿命化を図るため、本発明では、１．８０～２．４２Ｖ／セルの電圧
範囲を電池電圧（電池の端子電圧）の規程範囲として、電池電圧をこの規程範囲に保って
鉛蓄電池の放電と充電とを行うことにより鉛蓄電池を運用する。
【００５９】
　本発明の好ましい態様では、２５℃を基準温度として定めておいて、鉛蓄電池の雰囲気
温度が基準温度であるときに電池電圧を上記規程範囲（１．８０～２．４２Ｖ／セルの範
囲）に保って鉛蓄電池の放電及び充電を行い、雰囲気温度が基準温度（２５℃）よりも上
昇または低下しているときには、雰囲気温度の基準温度からの上昇量または低下量に応じ
て、上記規程範囲の上限値及び下限値を低下又は上昇させる。即ち、雰囲気温度が基準温
度（２５℃）よりも上昇しているときには、雰囲気温度の基準温度からの上昇量に応じて
、規程範囲の上限値及び下限値を１セル当たり４ｍＶ／℃～６ｍＶ／℃の範囲に選定した
補正量だけ低下させる補正を行うことにより補正後電圧範囲を求めて、電池電圧を補正後
電圧範囲に保って、鉛蓄電池の放電及び充電を行う。また雰囲気温度が基準温度よりも低
下しているときには、雰囲気温度の基準温度からの低下量に応じて、規程範囲の上限値及
び下限値を１セル当たり４ｍＶ／℃～６ｍＶ／℃の範囲に選定した補正量だけ上昇させる
補正を行うことにより補正後電圧範囲を求めて、電池電圧を補正後電圧範囲に保って、鉛
蓄電池の放電及び充電を行う。
【００６０】
　例えば、雰囲気温度が基準温度よりも上昇した際に、電池電圧の規程範囲の上限値及び
下限値を５ｍＶ／℃補正する場合、２５℃のときの電池電圧を基準（基準運用電圧）とし
て、雰囲気温度が１℃上昇する毎に、電池電圧の規程範囲の上限値及び下限値を１セル当
たり５ｍＶ下げることにより補正後電圧範囲を求める。また、雰囲気温度が基準温度より
も低下した際に、電池電圧の規程範囲の上限値及び下限値を５ｍＶ／℃補正する場合には
、雰囲気温度が１℃低下する毎に、電池電圧の規程範囲の上限値及び下限値を１セル当た
り５ｍＶ上げることにより補正後電圧範囲を求める。例えば、雰囲気温度が４０℃であれ
ば、１つのセル当たり、０．００５×（４０－２５）＝０．０７５を、規程範囲の上限及
び下限を与える１．８０及び２．４２から差し引いて、補正後電圧範囲を１．７２５～２
．３４５Ｖ／セルとする。
【００６１】
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　鉛蓄電池は、電池電圧の範囲を、上記の補正後電圧範囲とすることで、より適正な電圧
範囲で運用されることとなり、電池電圧がこの補正後電圧範囲から外れるに従って、温度
による劣化の影響を受けやすい状態となる。
【００６２】
　鉛蓄電池の電圧を、上記補正後電圧範囲内とするには、例えば一部の鉛蓄電池の近傍に
温度センサを設置して、この温度センサから得られる信号を温度数値に変換することによ
り鉛蓄電池の雰囲気温度を検出し、検出された雰囲気温度の基準温度（２５℃）からのず
れ量を計算する。この雰囲気温度の基準温度からのずれ量を基に規程範囲の上限（２．４
２Ｖ／セル）及び下限（１．８０Ｖ／セル）を補正して、補正後電圧範囲を求める。但し
、温度補正値において、±１ｍＶ／℃の範囲の誤差は許容範囲とする。例えば、５ｍＶ／
℃の温度補正を行う場合、５ｍＶ／℃±１ｍＶ／℃の範囲は許容範囲とする。
【００６３】
　＜リフレッシュ充電＞
　本発明の運用方法を実施するに当っては、鉛蓄電池の劣化を抑制するために、定期的に
、鉛蓄電池をリフレッシュさせるために、鉛蓄電池を満充電状態にするまで、均等充電（
リフレッシュ充電）を行うのが好ましい。均等充電は、多数個の二次電池を一組にして長
時間使用した場合に生じる電池間の充電状態のバラツキをなくし、充電状態を均一にする
ために行なう充電である。均等充電では、各電池の電池電圧が所定電圧になるまでは定電
流充電を行ない、その後定電圧で一定時間充電を行う。
【００６４】
　均等充電実施時の充電電気量は、充放電電気量の積算にカウントされ、均等充電終了後
に前回の均等充電終了時からの充放電電流の積算値をクリアする。均等充電終了後は、定
電流放電を実施し、ＳＯＣ６０～６５％程度の低い状態に戻してから鉛蓄電池の運用を再
開する。
【００６５】
　尚、本明細書において、運用時の状態とは、太陽光発電機器又は風力発電機器等の自然
エネルギー発電装置の発電量のランダムな変動をできるだけ平滑にした上で発電装置を系
統に連系させるために、鉛蓄電池を必要に応じて充放電させている状態をいい、運用時以
外の状態とは、発電装置の故障・点検等により発電を停止した状態、更には鉛蓄電池をリ
フレッシュさせるために均等充電（定電流充電）を実施している状態のことをいう。
【００６６】
　＜鉛蓄電池の最大放電電流＞
　運用時の最大放電電流は、０．４ＣＡ以下とすることが好ましい。尚、ここで述べる「
Ｃ」とは、鉛蓄電池の定格容量（Ａｈ：アンペアアワー）であり、規定の温度、放電電流
及び終止電圧条件で、満充電状態（ＳＯＣ：１００％）から取り出せる電気量を示す。
【００６７】
　運用時の最大放電電流は、鉛蓄電池の寿命に影響を及ぼす重要な要因であり、０．４Ｃ
Ａ以下の放電電流で使用することにより、ジュール熱による鉛蓄電池内部の温度上昇を抑
制することができる。これにより、鉛蓄電池の温度による劣化を最小限に抑えることがで
きる。
【００６８】
　また、運用時の最大放電電流を０．４ＣＡ以下に制限することにより、鉛蓄電池が過放
電となり易くなるのを防ぎ、サルフェーション現象による鉛蓄電池の寿命劣化を抑制する
こともできる。
【００６９】
　尚、０．４ＣＡを超える放電電流で鉛蓄電池を使用し続けると、鉛蓄電池内部の極板を
始め、極柱・ストラップ等の部材や、樹脂製の電槽、更には電解液の温度が、上昇してし
まい、正極板の腐食促進だけでなく、各部材の劣化も進行してしまうこととなる。
【００７０】
　最大放電電流を０．４ＣＡ以下とするには、鉛蓄電池の放電電圧を常時読み取り、放電
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電圧（放電時の電池電圧）が規定電圧（０．４ＣＡの放電電流が流れたときの電池電圧）
に近づいたときに、放電電流を絞り込むという制御を行えばよい。このような制御を行う
ことにより、常時電池の放電電流の最大値を０．４ＣＡ以下として運用することが可能に
なる。
【００７１】
　＜鉛蓄電池の最大充電電流＞
　運用時の最大充電電流は、０．３ＣＡ以下とすることが好ましい。運用時の最大充電電
流は、鉛蓄電池の寿命に影響を及ぼす。最大充電電流を０．３ＣＡ以下として充電を行う
ことにより、鉛蓄電池の急激な電圧上昇を避け、電池本体の温度上昇及び正極格子の腐食
を抑制することができる。
【００７２】
　充電電流を０．３ＣＡを超える電流として充電を行うと、電池の温度上昇が激しくなり
、正極格子の腐食が促進されるだけでなく、電池が過充電になり易く、電解液中の水の電
気分解により、電解液の減少が進行してしまい、早期に寿命に至ってしまう可能性が、徐
々に高まる。
【００７３】
　最大充電電流を０．３ＣＡ以下とするには、鉛蓄電池の充電電圧を常時計測した上で、
電池電圧が規定電圧（０．３ＣＡの充電電流を流したときの充電電圧）に達しときに充電
電流を絞り込む充電方式、所謂定電圧充電方式により充電を行わせることにより、０．３
ＣＡ以下で制御することが可能となる。
【００７４】
　＜蓄電装置の構成＞
　本発明の運用方法により鉛蓄電池が運用される蓄電装置には、本発明に係わる運用方法
で鉛蓄電池を運用するように各鉛蓄電池の充電及び放電を制御する充放電制御装置を設け
ておく。この充放電制御装置は、ＳＯＣ、電池電圧、最大放電電流及び最大充電電流を検
出する手段と、これらの検出値を本発明の運用方法における目標範囲に保つように鉛蓄電
池の充電及び放電を制御する手段とにより構成することができる。鉛蓄電池の充放電を制
御する手法は公知の方法によればよい。
【００７５】
　なお自然エネルギー発電装置を系統と連系させる場合には、当然のことながら、発電装
置から系統に供給する電圧の周波数及び電圧値をそれぞれ系統の周波数及び電圧値に等し
くするための制御が行われる。
【実施例】
【００７６】
　以下、図面を用いて、本発明の実施例を詳細に説明する。先ず運用試験用の制御弁式鉛
蓄電池の作製方法を以下に示す。
【００７７】
　（正極板の作製）
　鉛に、スズ：１．６質量％、カルシウム：０．０８質量％を添加混合して混合物全体を
１００質量％とした鉛合金を溶融し、重力鋳造方式によって縦：３８５ｍｍ、横：１４０
ｍｍ、厚み：５．８ｍｍの格子基板を作製した。ここで、骨の断面形状は、縦骨、横骨と
もに六角形とし、それぞれの骨の高さを３．２ｍｍ、幅を２．４ｍｍとした。この格子基
板に、一酸化鉛を主成分とする鉛粉の質量に対して、ポリエステル繊維を０．１質量％加
えて混合し、次に水を１２質量％、希硫酸を１６質量％加えて再び混練したペースト状活
物質を充填した。格子基板に活物質を充填した後は、熟成及び乾燥を行って正極板とした
。
【００７８】
　（負極板の作製）
　鉛に、スズ：０．２質量％、カルシウム：０．１質量％を添加混合して混合物全体を１
００質量％として作製した鉛合金を溶融し、重力鋳造方式によって縦：３８５ｍｍ、横：
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１４０ｍｍ、厚み：３．０ｍｍの格子基板を作製した。ここで骨の断面形状は、縦骨及び
横骨ともに六角形とし、それぞれの骨の高さを２．６ｍｍ、幅を１．８ｍｍとした。また
、一酸化鉛を主成分とする鉛粉の質量に対して、リグニン：０．２質量％、硫酸バリウム
：０．１質量％、通常の市販されている黒鉛等のカーボン粉末：０．２質量％、ポリエス
テル繊維：０．１質量％を加えて混合した。次に、これに水：１２質量％を加えて混練し
た後、更に希硫酸：１３質量％を加えて再び混練して得たペースト状活物質を上記格子基
板に充填した。格子基板に活物質を充填した後、熟成及び乾燥を行って負極板とした。
【００７９】
　（制御弁式鉛蓄電池の作製）
　上述した正極板と負極板とを、間にセパレータを介在させながら１枚ずつ交互に積層し
、同極板同士をストラップで連結して、正極板：２４枚／負極板：２５枚からなる極板群
を作製した。この極板群を電槽の中に入れ、希硫酸を注液し、化成を行って２Ｖ－１５０
０Ａｈの制御弁式鉛蓄電池を作製した。
【００８０】
　（制御弁式鉛蓄電池の運用試験）
　上記のようにして作製した鉛蓄電池を用い、２５℃の環境温度において運用試験を行っ
た。また試験に供した電池に対しては、１カ月毎に２５℃環境下にて０．１ＣＡ放電容量
（０．１ＣＡ＝１５０Ａ）で定電流放電を実施し、電池電圧が放電終止電圧１．８０Ｖ／
セルになった時点で試験を終了して、その放電時間からＡｈを計算して放電容量とした。
このようにして測定した放電容量の推移を確認した。尚、電池が寿命に到るまで劣化が進
んだか否かを判断する目安として、初期の電池容量の７０％の容量を寿命判定容量とし、
電池容量が初期の容量に対し７０％以下となった状態を寿命に達した状態として、劣化の
進行度合いを判定した。
【００８１】
　＜実施例１＞
　ＳＯＣの影響を把握する運用の試験を行った。この試験では、ＳＯＣを６０％、充電電
流を０．２ＣＡ、放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期
間をおかずに繰り返し、試験温度を２５℃として、電池電圧を、１．８０Ｖ～２．４２Ｖ
／セルの範囲に保つように制御して試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。
本実施例では、運用試験の期間を通じて、ＳＯＣを６０％に維持した。
【００８２】
　＜実施例２＞
　ＳＯＣの影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを３０％、充電電流を０．２ＣＡ、
放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間を置かずに繰り
返し、試験温度を２５℃として、電池電圧を、１．８０Ｖ～２．４２Ｖ／セルの範囲に保
つように制御して試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本実施例では、運
用試験の期間を通じて、ＳＯＣを３０％に維持した。本実施例と実施例１との相違点は、
ＳＯＣのみである。
【００８３】
　＜実施例３＞
　ＳＯＣの影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを９０％、充電電流を０．２ＣＡ、
放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間を置かずに繰り
返し、試験温度を２５℃として、電池電圧を、１．８０Ｖ～２．４２Ｖ／セルの範囲に保
つように制御して試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本実施例では、運
用試験の期間を通じて、ＳＯＣを９０％に維持した。本実施例と実施例１との相違点は、
ＳＯＣのみである。
【００８４】
　＜比較例１＞
　ＳＯＣの影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを２０％、充電電流を０．２ＣＡ、
放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間を置かずに繰り
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返し、試験温度を２５℃として、電池電圧を、１．８０Ｖ～２．４２Ｖ／セルの範囲に保
つように制御して試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本比較例では、運
用試験の期間を通じて、ＳＯＣを２０％に維持した。本比較例と実施例１との相違点は、
ＳＯＣのみである。
【００８５】
　＜比較例２＞
　ＳＯＣの影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを１００％、充電電流を０．２ＣＡ
、放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間を置かずに繰
り返し、試験温度を２５℃として、電池電圧を、１．８０Ｖ～２．４２Ｖ／セルの範囲に
保つように制御して試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本比較例では、
運用試験の期間を通じて、ＳＯＣを１００％に維持した。本比較例と実施例１との相違点
は、ＳＯＣのみである。
【００８６】
　＜参考例１＞
　電圧の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを３０％、充電電流を０．２ＣＡ、放
電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間をおかずに繰り返
し、試験温度を２５℃として、電池電圧を、１．７０Ｖ～２．４２Ｖ／セルの範囲に保つ
ように制御して試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本参考例では、運用
試験の期間を通じて、ＳＯＣを３０％に維持した。本参考例は電圧制御のみが実施例２と
相違する。
【００８７】
　＜参考例２＞
　電圧の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを９０％、充電電流を０．２ＣＡ、放
電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間を置かずに繰り返
し、試験温度を２５℃として、電池電圧を、１．８０Ｖ～２．５２Ｖ／セルの範囲に保つ
ように制御して試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本参考例では、運用
試験の期間を通じて、ＳＯＣを９０％に維持した。本参考例は、電圧制御のみが実施例３
と相違する。
【００８８】
　＜実施例４＞
　温度補正の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを９０％、充電電流を０．２ＣＡ
、放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間を置かずに繰
り返した。また試験温度を４０℃とし、電池電圧を１．７２５Ｖ～２．３４５Ｖ／セルの
範囲（１つのセル当たり、－５ｍＶ／℃の温度補正を行った）に保つように電圧制御を行
って試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本実施例では、運用試験の期間
を通じて、ＳＯＣを９０％に維持した。
【００８９】
　＜参考例３＞
　温度補正の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを９０％、充電電流を０．２ＣＡ
、放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間を置かずに繰
り返し、試験温度を４０℃として、電池電圧を１．８０Ｖ～２．４２Ｖ／セル（温度補正
なし）の範囲に保つように制御する試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。
本参考例では、運用試験の期間を通じて、ＳＯＣを９０％に維持した。本参考例は、電池
電圧の範囲の温度補正を行わなかった点のみが実施例４と相違する。
【００９０】
　＜実施例５＞
　温度補正の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを３０％、充電電流を０．２ＣＡ
、放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間を置かずに繰
り返し、試験温度を４０℃として、電池電圧を１．７２５Ｖ～２．３４５Ｖ／セルの範囲
（電圧範囲の上限値及び下限値に対して１つのセル当たり、－５ｍＶ／℃の温度補正を行
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った）に保つように制御する試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本実施
例では、運用試験の期間を通じて、ＳＯＣを３０％に維持した。
【００９１】
　＜参考例４＞
　温度補正の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを３０％、充電電流を０．２ＣＡ
、放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の放電と１秒間の充電とを休止期間を置かずに繰
り返し、試験温度を４０℃として、電池電圧を１．６５Ｖ～２．２７Ｖ／セルの範囲（電
圧範囲の上限値及び下限値に対し１つのセル当たり、－１０ｍＶ／℃の温度補正を行った
）に保つように制御する試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本参考例で
は、運用試験の期間を通じて、ＳＯＣを３０％に維持した。本参考例は、温度補正に基づ
く電圧制御のみが実施例５と相違する。
【００９２】
　＜実施例６＞
　放電電流の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを６０％、充電電流を０．２ＣＡ
、放電電流を０．４ＣＡとして、２秒間の充電と１秒間の放電とを休止期間を置かずに繰
り返し、試験温度を２５℃として、電池電圧を１．８０Ｖ～２．４２Ｖ／セルの範囲に保
つように制御する試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本実施例では、運
用試験の期間を通じて、ＳＯＣを６０％に維持した。
【００９３】
　＜参考例５＞
　放電電流の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを６０％、充電電流を０．２ＣＡ
、放電電流を０．６ＣＡとして、３秒間の充電と３秒間の放電とを休止期間を置かずに繰
り返し、試験温度を２５℃として、電池電圧を１．８０Ｖ～２．４２Ｖ／セルの範囲に保
つように制御する試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本参考例では、運
用試験の期間を通じて、ＳＯＣを６０％に維持した。本参考例は、放電電流及び充電時間
が実施例６と相違する。
【００９４】
　＜実施例７＞
　充電電流の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを６０％、充電電流を０．３ＣＡ
、放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の充電と１．５秒間の放電とを休止期間を置かず
に繰り返し、試験温度を２５℃として、電池電圧を１．８０Ｖ～２．４２Ｖ／セルの範囲
に保つように制御する試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本実施例では
、運用試験の期間を通じて、ＳＯＣを６０％に維持した。
【００９５】
　＜参考例６＞
　充電電流の影響を把握する運用の試験として、ＳＯＣを６０％、充電電流を０．４ＣＡ
、放電電流を０．２ＣＡとして、１秒間の充電と２秒間の放電とを休止期間を置くことな
く繰り返し、試験温度を２５℃として、電池電圧を１．８０Ｖ～２．４２Ｖ／セルの範囲
に保つように制御する試験を行い、各試験との劣化進行度合いを比較した。本実施例では
、運用試験の期間を通じて、ＳＯＣを６０％に維持した。本実施例は、充電電流及び放電
時間のみが実施例７と相違する。
　前述した実施例１～７、比較例１，２及び参考例１～６について、各条件を下記の表１
に纏めて記載する。
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【表１】

【００９６】
　なお上記の各実施例、比較例及び参考例では、系統への電力供給の変動を抑制するため
に、5000サイクル／日（約１７秒に１回）の充放電を繰り返すと想定して、試験の際の充
放電サイクルを想定した充放電サイクルよりも十分短く設定することにより、加速寿命試
験を行っている。
【００９７】
実施例１～５，比較例１～２，参考例１～４では、２秒に１回充放電を繰り返しており、
43200サイクル／日となる。これは、43200/5000＝8.6倍の加速寿命試験を実施しているこ
とに相当する。
【００９８】
また実施例６～７及び参考例５～６では、充放電サイクルが上記の例より長くなっている
ので、それぞれの加速寿命試験の倍率は次のとおりである。
　実施例６：28800/5000＝5.7倍
　参考例５：21600/5000＝4.3倍
　実施例７：34560/5000＝6.9倍
　参考例６：28800/5000＝5.7倍
【００９９】
　（運用試験結果）
　＜ＳＯＣの影響把握：実施例１～３、比較例１、２＞
　図２に０．１ＣＡ放電試験の容量推移を示す。実施例１～３では、試験期間２４ヶ月の
間初期容量を維持しているのに対し、比較例１では約１８ヶ月で寿命となった。寿命とな
った電池を解体したところ、負極板に硫酸鉛が多く蓄積しており、これが寿命原因である
ことが判った。即ち、比較例１においては、充電不足の状態が長く続いたことにより、電
池寿命が短くなったと判断できる。更に、比較例２では約１２ヶ月で寿命となった。寿命
となった電池を解体したところ、腐食による正極板の伸びが激しく、これが寿命原因であ
ることが判った。即ち、比較例２においては、ＳＯＣが１００％に維持されている状態で
０．２ＣＡ充電を行った結果、瞬間的に電池の電圧が上昇し、正極が酸化されやすい電位
におかれる状態が繰り返されたことにより、電池寿命が短くなったと判断できる。
【０１００】
　以上の結果から、実施例１～３の運用試験のように、ＳＯＣを３０ないし９０％の範囲
に維持することにより、鉛蓄電池の寿命を延ばす運用方法を提供できることがわかる。
【０１０１】
　＜電圧の影響の把握：実施例２～３、参考例１、２＞
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　図３に０．１ＣＡ放電試験の容量推移を示す。実施例２～３は、試験期間２４ヶ月の間
初期容量を維持しているのに対し、参考例１では約２１ヶ月で寿命となった。寿命となっ
た電池を解体したところ、負極板に硫酸鉛が多く蓄積しており、これが寿命原因であると
わかった。即ち、参考例１においては、充電不足の状態が長く続いたことにより、電池寿
命が短くなったと判断できる。更に、参考例２では約１８ヶ月で寿命となった。寿命とな
った電池を解体したところ、腐食による正極板の伸びが激しく、これが寿命原因であると
わかった。即ち、参考例２においては、過充電の状態が長く続いたことにより、電池寿命
が短くなったと判断できる。
【０１０２】
　以上の結果から、実施例２～３の運用試験では、試験温度が２５℃のときに、電池電圧
を１．８０乃至２．４２Ｖ／セルの範囲に保つように制御することにより、鉛蓄電池の寿
命を延ばす運用方法を提供できることがわかる。
【０１０３】
　＜温度補正の影響の把握：実施例４～５、参考例３～４＞
　図４に０．１ＣＡ放電試験の容量推移を示す。実施例４では、試験期間２４ヶ月の間初
期容量を維持しているのに対し、参考例３では約２２ヶ月で寿命となった。寿命となった
電池を解体したところ、高温環境下による化学反応の活性化が起こり、腐食による正極板
の伸びが進んでおり、これが寿命原因であることがわかった。即ち、参考例３においては
、温度補正を加えていないので過充電の状態が続いたことにより、電池寿命が短くなった
と判断できる。
【０１０４】
　更に、実施例５では、試験期間２４ヶ月の間初期容量を維持しているのに対し、参考例
４では約２３ヶ月で寿命となった。寿命となった電池を解体したところ、負極板に硫酸鉛
が多く蓄積しており、これが寿命原因であるとわかった。即ち、参考例４においては、温
度補正の値を大きくしたため、充電不足の状態が続いたことにより、電池寿命が短くなっ
たと判断できる。
【０１０５】
　以上の結果から、実施例４、５のように、電池電圧の制御範囲に適正な温度補正を行う
ことにより、適正な範囲内での電圧制御を行うことができ、鉛蓄電池の寿命を延ばす運用
方法を提供できることがわかる。
【０１０６】
　＜放電電流の影響把握：実施例１、実施例６、参考例５＞
　図５に０．１ＣＡ放電試験の容量推移を示す。実施例１及び実施例６では、試験期間２
４ヶ月の間初期容量を維持しているのに対し、参考例５では約２３ヶ月で寿命となった。
寿命となった電池を解体したところ、放電電流を大きくしたことによる電池電圧の低下の
ため、負極板に硫酸鉛が多く蓄積しており、これが寿命原因であることがわかった。即ち
、参考例５においては、瞬間的な深い放電が繰り返されることにより、電池寿命が短くな
ったと判断できる。
【０１０７】
　以上の結果から、実施例１、６の運用試験のように、最大放電電流を０．４ＣＡ以下と
するように運用することにより、適正な範囲内での電圧制御をすることができ、より長寿
命な鉛蓄電池の運用方法を提供することができることがわかる。
【０１０８】
　＜充電電流の影響把握：実施例１、７、参考例６＞
　図６に０．１ＣＡ放電試験の容量推移を示す。実施例１及び実施例７では、試験期間２
４ヶ月の間初期容量を維持しているのに対し、参考例６では約２４ヶ月で寿命となった。
寿命となった電池を解体したところ、充電電流を大きくしたことによる電池電圧の上昇の
ため、腐食による正極板の伸びが進んでおり、これが寿命原因であるとわかった。即ち、
参考例６においては、瞬間的な過充電が繰り返されることにより、電池寿命が短くなった
と判断できる。
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【０１０９】
　以上の結果から、実施例１、７の運用試験のように、最大充電電流を０．３ＣＡ以下と
するように運用することにより、適正な範囲内での電圧制御を行って、鉛蓄電池の寿命を
延ばす運用方法を提供できることがわかる。
【符号の説明】
【０１１０】
１…太骨
２…細骨

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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